
様式１号（第６条関係） 
令和７年度 

商工業壬力ＵＰ支援事業補助金交付申請書 
令和 ７年 ＊月 ＊日 

 壬生町商工会⻑ 様 
住所又は 
所 在 地 

〒321-0228 
下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電  話 0282-82-XXXX 
団体名又は 
企 業 名 株式会社●●●● 

代表者名  ●● ●● ㊞ 
 

令和７年度において下記事業に対して補助金の交付を受けたいので、商工業壬力ＵＰ支援事業実
施要綱（令和７年４月１日施行）第６条の規定により、関係書類を添付して申請します。なお、当
社(団体)は、本申請を提出する者として、本申請書の申請の内容には真正であり虚偽がないこと、
更に、申請する本事業は、他の公的補助金により補助等の支援は受けないことを誓約いたします。 

又、本申請にあたり要綱・要領に反したことにより一切の不利益を被ることになっても、異議は
一切申し立てません。 

記 

１．事業名 健康志向に対応する新商品開発事業 

２．補助対象経費合計額 ４２０，０００ 円 

３．補助金交付申請額 ２１０，０００ 円 

４．提出書類 

書類名等 対象者 
(1)事業計画書及び収支予算書 全員 
(2)本事業の計画内容に関するものや必要とする書類 

（見積書･図面、許認可業種の場合は許認可証(写)など） 
法人 

(3)貸借対照表および損益計算書（直近１期分） 法人 
(4)直近の確定申告書第一表・第二表 
(5)直近の⻘⾊申告決算書（１〜４面）または収支内訳書（１・２面） 

個人事業主 

(6)納税証明書等の公的証明 (3),(4)がない方 
(7)団体の構成員名簿(写)及び会則の定めがある場合は会則(写) 任意団体 

  
 
 

記 入 例 ① 

消費税込の金額を 
ご記入ください 



（１）事業計画書 
①申請者 
事業者名 
(団体名) 

株式会社●●●● 

代表者 
役職 

代表取締役 
代表者 
氏名 

●● ●● 

業種 飲食業 

従業員数 
(会員数) 

３ 名 
※申請者が 
個人・法人の場合、従業員数(事業主、役員含む) 
任意団体の場合、会員数又は組合員数 

住所又は 
所在地 

下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電話番号 0282-82-XXXX 
担当者 
氏名 

●● ●● 

 
②補助事業の概要 

補助事業名 健康志向に対応する新商品開発事業 

事業目的 

増加している健康需要に対応するため、当店の人気メニューを刷新して健康
志向に特化した新たな商品開発を行い、販売促進を図る。 

事業概要 

当店の人気メニューである「●●●●」を改良し、これまでとは異なる顧客
ターゲット向けに健康志向商品として商品開発を行う。具体的には、新商品
の試作品を作り、商品パッケージを作成。また、消費者に PR するためのチ
ラシを作成する。また、販売網を広げるため EC サイトを立ち上げる。 
具体的な事業内容は以下の通り。 
 ○試作品開発 
  試作品用材料購入費 
 ○商品パッケージ開発 
  パッケージデザイン費、パッケージ試作費 
 ○新商品 PR 
  チラシ印刷・新聞折込、EC サイト立ち上げ 

事業実施 
予定期間 

交付決定日 〜 令和 ７年＊＊月＊＊日 

総事業費 ４２０，０００ 円 
  

１ページ目と同じ 
事業名をご記入ください 



申請事業者名 株式会社●●●● 
（２）収支予算書 

【収入】  （単位：円） 
科 目 金 額 摘 要 

補助金収入 ２１０，０００ ※補助金申請額(Ｂ)の額を記入 

自己資金 ２１０，０００  

   

合 計 ４２０，０００  

 
【支出】  （単位：円） 

科 目 金 額 支払先 会員 
（○） 摘 要 

②広報費 １２０，０００ (株)◆◆デザイン ○ チラシ印刷・新聞折込費 

⑤開発費 ５０，０００ ■■販売(有)  試作品用材料購入費 

⑤開発費 ２５０，０００ (有)●●●●  パッケージデザイン費 

合 計 ４２０，０００  

 補助対象経費（Ａ） ４２０，０００ ※補助金算出基礎額 

 その他の経費 ０  

会員への支払い経費合計 １２０，０００  
 

【補助金額】  （単位：円） 

基本補助申請額（b1） １５０，０００ (A)×1/2 又は 15 万円のいずれか低い額 

加算補助申請額（b2） ６０，０００ (A)−基本補助対象経費(最大 30 万円)の内、会員事業
者への支払経費の 1/2 又は 10 万円のいずれか低い額 

補助金申請額（B） ２１０，０００ (b1)+(b2) 上限(A1)の 1/2 かつ 25 万円 

注１)【収入】及び【支出】金額は消費税込金額で記入してください。 
注２）【収入】「補助金収入」は、補助金申請額(Ｂ)を記入し、その他の収入科目は、自己資金、借入金、その

他収入等の科目名称を使用してください。 
注３）【支出】科目名は、公募要領別表１の補助対象経費の区分（①機械装置等費②広報費③展示会等出展費

④旅費⑤開発費⑥資料購入費⑦雑役務費⑧借料⑨委託・外注費）の科目名称を必ず使用してく
ださい。 

 「会員」欄には、支払先が商工会員の場合「○」をしてください。不明の場合は商工会までお
問い合わせください。 

注４）「摘要」欄へは、各科目の内容や内訳等を記入してください。  

消費税込の金額を 
ご記入ください 



様式１号（第６条関係） 
令和７年度 

商工業壬力ＵＰ支援事業補助金交付申請書 
令和 ７年 ＊月 ＊日 

 壬生町商工会⻑ 様 
住所又は 
所 在 地 

〒321-0228 
下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電  話 0282-82-XXXX 
団体名又は 
企 業 名 株式会社●●●● 

代表者名  ●● ●● ㊞ 
 

令和７年度において下記事業に対して補助金の交付を受けたいので、商工業壬力ＵＰ支援事業実
施要綱（令和７年４月１日施行）第６条の規定により、関係書類を添付して申請します。なお、当
社(団体)は、本申請を提出する者として、本申請書の申請の内容には真正であり虚偽がないこと、
更に、申請する本事業は、他の公的補助金により補助等の支援は受けないことを誓約いたします。 

又、本申請にあたり要綱・要領に反したことにより一切の不利益を被ることになっても、異議は
一切申し立てません。 

記 

１．事業名 商品認知度向上のための自社ホームページ作成事業 

２．補助対象経費合計額 ５００，０００ 円 

３．補助金交付申請額 １５０，０００ 円 

４．提出書類 

書類名等 対象者 
(1)事業計画書及び収支予算書 全員 
(2)本事業の計画内容に関するものや必要とする書類 

（見積書･図面、許認可業種の場合は許認可証(写)など） 
法人 

(3)貸借対照表および損益計算書（直近１期分） 法人 
(4)直近の確定申告書第一表・第二表 
(5)直近の⻘⾊申告決算書（１〜４面）または収支内訳書（１・２面） 

個人事業主 

(6)納税証明書等の公的証明 (3),(4)がない方 
(7)団体の構成員名簿(写)及び会則の定めがある場合は会則(写) 任意団体 

  
 
 

記 入 例 ② 

消費税込の金額を 
ご記入ください 



（１）事業計画書 
①申請者 
事業者名 
(団体名) 

株式会社●●●● 

代表者 
役職 

代表取締役 
代表者 
氏名 

●● ●● 

業種 ●●製造小売業 

従業員数 
(会員数) 

８ 名 
※申請者が 
個人・法人の場合、従業員数(事業主、役員含む) 
任意団体の場合、会員数又は組合員数 

住所又は 
所在地 

下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電話番号 0282-82-XXXX 
担当者 
氏名 

●● ●● 

 
②補助事業の概要 

補助事業名 商品認知度向上のための自社ホームページ作成事業 

事業目的 

当社の課題である新規顧客獲得のため、自社ホームページを作成して商品認
知度と企業イメージ向上を図る。結果として、実店舗での新規顧客数を増加
させ、売上を向上させる。 

事業概要 

当社がターゲットとする 30 代女性に対する訴求力を高めるため、自社ホー
ムページを作成して PR を実施する。 
作成するホームページには、新商品情報やイベント情報などを掲載。また、
SNS や動画投稿サイトとも連動させることで流入経路の間口を広げる。 
具体的な事業内容は以下の通り。 
 ○PR する商品 
  ・壬生ブランド「●●●●」 
 ○連動する SNS 等 
  ・Instagram、Twitter 
  ・Youtube（週に 1 回、動画を投稿予定） 

事業実施 
予定期間 

交付決定日 〜 令和 ７年＊＊月＊＊日 

総事業費 ５００，０００ 円 
  

１ページ目と同じ 
事業名をご記入ください 



申請事業者名 株式会社●●●● 
（２）収支予算書 

【収入】  （単位：円） 
科 目 金 額 摘 要 

補助金収入 １５０，０００ ※補助金申請額(Ｂ)の額を記入 

自己資金 ３５０，０００  

   

合 計 ５００，０００  

 
【支出】  （単位：円） 

科 目 金 額 支払先 会員 
（○） 摘 要 

⑨委託・外注費 ５００，０００ ◆◆グラフィック  自社 HP 作成費用 

     

     

合 計 ５００，０００  

 補助対象経費（Ａ） ５００，０００ ※補助金算出基礎額 

 その他の経費 ０  

会員への支払い経費合計 ０  
 

【補助金額】  （単位：円） 

基本補助申請額（b1） １５０，０００ (A)×1/2 又は 15 万円のいずれか低い額 

加算補助申請額（b2） ０ (A)−基本補助対象経費(最大 30 万円)の内、会員事業
者への支払経費の 1/2 又は 10 万円のいずれか低い額 

補助金申請額（B） １５０，０００ (b1)+(b2) 上限(A1)の 1/2 かつ 25 万円 

注１)【収入】及び【支出】金額は消費税込金額で記入してください。 
注２）【収入】「補助金収入」は、補助金申請額(Ｂ)を記入し、その他の収入科目は、自己資金、借入金、その

他収入等の科目名称を使用してください。 
注３）【支出】科目名は、公募要領別表１の補助対象経費の区分（①機械装置等費②広報費③展示会等出展費

④旅費⑤開発費⑥資料購入費⑦雑役務費⑧借料⑨委託・外注費）の科目名称を必ず使用してく
ださい。 

 「会員」欄には、支払先が商工会員の場合「○」をしてください。不明の場合は商工会までお
問い合わせください。 

注４）「摘要」欄へは、各科目の内容や内訳等を記入してください。  

消費税込の金額を 
ご記入ください 



様式１号（第６条関係） 
令和７年度 

商工業壬力ＵＰ支援事業補助金交付申請書 
令和 ７年 ＊月 ＊日 

 壬生町商工会⻑ 様 
住所又は 
所 在 地 

〒321-0228 
下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電  話 0282-82-XXXX 
団体名又は 
企 業 名 株式会社●●●● 

代表者名  ●● ●● ㊞ 
 

令和７年度において下記事業に対して補助金の交付を受けたいので、商工業壬力ＵＰ支援事業実
施要綱（令和７年４月１日施行）第６条の規定により、関係書類を添付して申請します。なお、当
社(団体)は、本申請を提出する者として、本申請書の申請の内容には真正であり虚偽がないこと、
更に、申請する本事業は、他の公的補助金により補助等の支援は受けないことを誓約いたします。 

又、本申請にあたり要綱・要領に反したことにより一切の不利益を被ることになっても、異議は
一切申し立てません。 

記 

１．事業名 販売促進用のチラシ作成・折り込み事業 

２．補助対象経費合計額 ２４０，０００ 円 

３．補助金交付申請額 １２０，０００ 円 

４．提出書類 

書類名等 対象者 
(1)事業計画書及び収支予算書 全員 
(2)本事業の計画内容に関するものや必要とする書類 

（見積書･図面、許認可業種の場合は許認可証(写)など） 
法人 

(3)貸借対照表および損益計算書（直近１期分） 法人 
(4)直近の確定申告書第一表・第二表 
(5)直近の⻘⾊申告決算書（１〜４面）または収支内訳書（１・２面） 

個人事業主 

(6)納税証明書等の公的証明 (3),(4)がない方 
(7)団体の構成員名簿(写)及び会則の定めがある場合は会則(写) 任意団体 

  
 
 

記 入 例 ③ 

消費税込の金額を 
ご記入ください 



（１）事業計画書 
①申請者 
事業者名 
(団体名) 

株式会社●●●● 

代表者 
役職 

代表取締役 
代表者 
氏名 

●● ●● 

業種 美容業 

従業員数 
(会員数) 

２ 名 
※申請者が 
個人・法人の場合、従業員数(事業主、役員含む) 
任意団体の場合、会員数又は組合員数 

住所又は 
所在地 

下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電話番号 0282-82-XXXX 
担当者 
氏名 

●● ●● 

 
②補助事業の概要 

補助事業名 販売促進用のチラシ作成・折り込み事業 

事業目的 

新たに導入した施術機械を、当店の商圏エリア（半径５km 圏内）の消費者
に周知するため、チラシを作成し新聞折り込みを行うことで新規顧客獲得を
図る。 

事業概要 

当店では最新式の洗髪機械を導入した。特徴は洗髪時間が大幅に短縮できる
ためお客様に負担が少なくて済む。特に高齢のお客様にとって満足度の高い
サービス提供につながると考えている。このサービスを当店の商圏エリアの
消費者に周知するため、チラシを作成して新聞折り込みを行う。 
具体的な事業内容は以下の通り。 
 ○チラシ記載情報 
  ・施術機械の特徴とお客様にとっての価値 
  ・当店の概要（地図、営業時間 など） 
  ・初回特典クーポン 
 ○新聞折り込み 
  ・季節ごとに計３回、半径５km 圏内を目安に新聞折り込みを実施。 

事業実施 
予定期間 

交付決定日 〜 令和 ７年＊＊月＊＊日 

総事業費 ２４０，０００ 円 
  

１ページ目と同じ 
事業名をご記入ください 



申請事業者名 株式会社●●●● 
（２）収支予算書 

【収入】  （単位：円） 
科 目 金 額 摘 要 

補助金収入 １２０，０００ ※補助金申請額(Ｂ)の額を記入 

自己資金 １２０，０００  

   

合 計 ２４０，０００  

 
【支出】  （単位：円） 

科 目 金 額 支払先 会員 
（○） 摘 要 

②広報費 ２４０，０００ ●●印刷 ○ チラシ作成・折り込み費用 

     

     

合 計 ２４０，０００  

 補助対象経費（Ａ） ２４０，０００ ※補助金算出基礎額 

 その他の経費 ０  

会員への支払い経費合計 ２４０，０００  
 

【補助金額】  （単位：円） 

基本補助申請額（b1） １２０，０００ (A)×1/2 又は 15 万円のいずれか低い額 

加算補助申請額（b2） ０ (A)−基本補助対象経費(最大 30 万円)の内、会員事業
者への支払経費の 1/2 又は 10 万円のいずれか低い額 

補助金申請額（B） １２０，０００ (b1)+(b2) 上限(A1)の 1/2 かつ 25 万円 

注１)【収入】及び【支出】金額は消費税込金額で記入してください。 
注２）【収入】「補助金収入」は、補助金申請額(Ｂ)を記入し、その他の収入科目は、自己資金、借入金、その

他収入等の科目名称を使用してください。 
注３）【支出】科目名は、公募要領別表１の補助対象経費の区分（①機械装置等費②広報費③展示会等出展費

④旅費⑤開発費⑥資料購入費⑦雑役務費⑧借料⑨委託・外注費）の科目名称を必ず使用してく
ださい。 

 「会員」欄には、支払先が商工会員の場合「○」をしてください。不明の場合は商工会までお
問い合わせください。 

注４）「摘要」欄へは、各科目の内容や内訳等を記入してください。  

消費税込の金額を 
ご記入ください 



様式１号（第６条関係） 
令和７年度 

商工業壬力ＵＰ支援事業補助金交付申請書 
令和 ７年 ＊月 ＊日 

 壬生町商工会⻑ 様 
住所又は 
所 在 地 

〒321-0228 
下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電  話 0282-82-XXXX 
団体名又は 
企 業 名 株式会社●●●● 

代表者名  ●● ●● ㊞ 
 

令和７年度において下記事業に対して補助金の交付を受けたいので、商工業壬力ＵＰ支援事業実
施要綱（令和７年４月１日施行）第６条の規定により、関係書類を添付して申請します。なお、当
社(団体)は、本申請を提出する者として、本申請書の申請の内容には真正であり虚偽がないこと、
更に、申請する本事業は、他の公的補助金により補助等の支援は受けないことを誓約いたします。 

又、本申請にあたり要綱・要領に反したことにより一切の不利益を被ることになっても、異議は
一切申し立てません。 

記 

１．事業名 EC販売に向けた商品急速冷凍機購入事業 

２．補助対象経費合計額 ９８０，０００ 円 

３．補助金交付申請額 ２５０，０００ 円 

４．提出書類 

書類名等 対象者 
(1)事業計画書及び収支予算書 全員 
(2)本事業の計画内容に関するものや必要とする書類 

（見積書･図面、許認可業種の場合は許認可証(写)など） 
法人 

(3)貸借対照表および損益計算書（直近１期分） 法人 
(4)直近の確定申告書第一表・第二表 
(5)直近の⻘⾊申告決算書（１〜４面）または収支内訳書（１・２面） 

個人事業主 

(6)納税証明書等の公的証明 (3),(4)がない方 
(7)団体の構成員名簿(写)及び会則の定めがある場合は会則(写) 任意団体 

  
 
 

記 入 例 ④ 

消費税込の金額を 
ご記入ください 



（１）事業計画書 
①申請者 
事業者名 
(団体名) 

株式会社●●●● 

代表者 
役職 

代表取締役 
代表者 
氏名 

●● ●● 

業種 飲食業 

従業員数 
(会員数) 

４ 名 
※申請者が 
個人・法人の場合、従業員数(事業主、役員含む) 
任意団体の場合、会員数又は組合員数 

住所又は 
所在地 

下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電話番号 0282-82-XXXX 
担当者 
氏名 

●● ●● 

 
②補助事業の概要 

補助事業名 EC 販売に向けた商品急速冷凍機購入事業 

事業目的 

これまで店頭でのみ販売していた当店の人気商品「●●●●」を EC にて全
国展開するための急速冷凍機を購入して販路拡大を図る。 

事業概要 

当店の人気商品「●●●●」はフワフワ食感で、お客様から大変好評をいた
だいている。市場調査の結果、全国的にも珍しい商品であることがわかった
ため、この商品を EC で全国展開する。 
EC でも安定した品質を実現するために急速冷凍機を購入する。 
 
具体的な事業内容は以下の通り。 
 ○急速冷凍機購入 
 ○EC サイト立ち上げ 
  ・BASE を活用 
 

事業実施 
予定期間 

交付決定日 〜 令和 ７年１２月３１日 

総事業費 ９８０，０００ 円 
  

１ページ目と同じ 
事業名をご記入ください 



申請事業者名 株式会社●●●● 
（２）収支予算書 

【収入】  （単位：円） 
科 目 金 額 摘 要 

補助金収入 ２００，０００ ※補助金申請額(Ｂ)の額を記入 

金融機関借入 ５００，０００ ○○銀行 

自己資金 ２８０，０００  

合 計 ９８０，０００  

 
【支出】  （単位：円） 

科 目 金 額 支払先 会員 
（○） 摘 要 

①機械装置等費 ９８０，０００ (株)■■ ○ 急速冷凍機購入費 

     

     

合 計 ９８０，０００  

 補助対象経費（Ａ） ９８０，０００ ※補助金算出基礎額 

 その他の経費 ０  

会員への支払い経費合計 ９８０，０００  
 

【補助金額】  （単位：円） 

基本補助申請額（b1） １５０，０００ (A)×1/2 又は 15 万円のいずれか低い額 

加算補助申請額（b2） １００，０００ (A)−基本補助対象経費(最大 30 万円)の内、会員事業
者への支払経費の 1/2 又は 10 万円のいずれか低い額 

補助金申請額（B） ２５０，０００ (b1)+(b2) 上限(A1)の 1/2 かつ 25 万円 

注１)【収入】及び【支出】金額は消費税込金額で記入してください。 
注２）【収入】「補助金収入」は、補助金申請額(Ｂ)を記入し、その他の収入科目は、自己資金、借入金、その

他収入等の科目名称を使用してください。 
注３）【支出】科目名は、公募要領別表１の補助対象経費の区分（①機械装置等費②広報費③展示会等出展費

④旅費⑤開発費⑥資料購入費⑦雑役務費⑧借料⑨委託・外注費）の科目名称を必ず使用してく
ださい。 

 「会員」欄には、支払先が商工会員の場合「○」をしてください。不明の場合は商工会までお
問い合わせください。 

注４）「摘要」欄へは、各科目の内容や内訳等を記入してください。  

消費税込の金額を 
ご記入ください 



様式１号（第６条関係） 
令和７年度 

商工業壬力ＵＰ支援事業補助金交付申請書 
令和 ７年 ＊月 ＊日 

 壬生町商工会⻑ 様 
住所又は 
所 在 地 

〒321-0228 
下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電  話 0282-82-XXXX 
団体名又は 
企 業 名 株式会社●●●● 

代表者名  ●● ●● ㊞ 
 

令和７年度において下記事業に対して補助金の交付を受けたいので、商工業壬力ＵＰ支援事業実
施要綱（令和７年４月１日施行）第６条の規定により、関係書類を添付して申請します。なお、当
社(団体)は、本申請を提出する者として、本申請書の申請の内容には真正であり虚偽がないこと、
更に、申請する本事業は、他の公的補助金により補助等の支援は受けないことを誓約いたします。 

又、本申請にあたり要綱・要領に反したことにより一切の不利益を被ることになっても、異議は
一切申し立てません。 

記 

１．事業名 商品ＰＲのための看板作成事業 

２．補助対象経費合計額 ６００，０００ 円 

３．補助金交付申請額 ２４０，０００ 円 

４．提出書類 

書類名等 対象者 
(1)事業計画書及び収支予算書 全員 
(2)本事業の計画内容に関するものや必要とする書類 
（見積書･図面、許認可業種の場合は許認可証(写)など） 

 

(3)貸借対照表および損益計算書（直近１期分） 法人 
(4)直近の確定申告書第一表・第二表 
(5)直近の⻘⾊申告決算書（１〜４面）または収支内訳書（１・２面） 

個人事業主 

(6)納税証明書等の公的証明 (3),(4)がない方 
(7)団体の構成員名簿(写)及び会則の定めがある場合は会則(写) 任意団体 

  
 
 

記 入 例 ⑤ 

消費税込の金額を 
ご記入ください 



（１）事業計画書 
①申請者 
事業者名 
(団体名) 

株式会社●●●● 

代表者 
役職 

代表取締役 
代表者 
氏名 

●● ●● 

業種 菓子製造小売業 

従業員数 
(会員数) 

４ 名 
※申請者が 
個人・法人の場合、従業員数(事業主、役員含む) 
任意団体の場合、会員数又は組合員数 

住所又は 
所在地 

下都賀郡壬生町大師町 X-XX 

電話番号 0282-82-XXXX 
担当者 
氏名 

●● ●● 

 
②補助事業の概要 

補助事業名 商品ＰＲのための看板作成事業 

事業目的 

新たに開発した新商品●●●●を、店舗を通行する消費者に PR するための
看板を作成し、来店客数増加を図る。 

事業概要 

今回、新商品として●●●●を開発し販路開拓を実行したいと考えている。
主要ターゲットは地元消費者で店舗前を通行する方なので、店舗に立ち寄る
ハードルを下げる訴求力の高い看板を作成する。 
具体的な事業内容は以下の通り。 
 ○看板に掲載する情報 
  ・新商品「●●●●」の写真 
  ・新商品「●●●●」の特徴や PR ポイント 
  ・EC サイトに誘導するための QR コード 
 ○その他、工夫する点 
  ・夜間でも視認性を高めるためライトアップを行う。 

事業実施 
予定期間 

交付決定日 〜 令和 ７年１２月３１日 

総事業費 ６００，０００ 円 
  

１ページ目と同じ 
事業名をご記入ください 



申請事業者名 株式会社●●●● 
（２）収支予算書 

【収入】  （単位：円） 
科 目 金 額 摘 要 

補助金収入 ２４０，０００ ※補助金申請額(Ｂ)の額を記入 

金融機関借入 ３６０，０００ ○○銀行 

   

合 計 ６００，０００  

 
【支出】  （単位：円） 

科 目 金 額 支払先 会員 
（○） 摘 要 

②広報費 １８０，０００ ■■デザイン ○ 商品 PR 看板デザイン 

②広報費 ４２０，０００ (株)◆◆看板  商品 PR 看板設置 

     

合 計 ６００，０００  

 補助対象経費（Ａ） ６００，０００ ※補助金算出基礎額 

 その他の経費 ０  

会員への支払い経費合計 １８０，０００  
 

【補助金額】  （単位：円） 

基本補助申請額（b1） １５０，０００ (A)×1/2 又は 15 万円のいずれか低い額 

加算補助申請額（b2） ９０，０００ (A)−基本補助対象経費(最大 30 万円)の内、会員事業
者への支払経費の 1/2 又は 10 万円のいずれか低い額 

補助金申請額（B） ２４０，０００ (b1)+(b2) 上限(A1)の 1/2 かつ 25 万円 

注１)【収入】及び【支出】金額は消費税込金額で記入してください。 
注２）【収入】「補助金収入」は、補助金申請額(Ｂ)を記入し、その他の収入科目は、自己資金、借入金、その

他収入等の科目名称を使用してください。 
注３）【支出】科目名は、公募要領別表１の補助対象経費の区分（①機械装置等費②広報費③展示会等出展費

④旅費⑤開発費⑥資料購入費⑦雑役務費⑧借料⑨委託・外注費）の科目名称を必ず使用してく
ださい。 

 「会員」欄には、支払先が商工会員の場合「○」をしてください。不明の場合は商工会までお
問い合わせください。 

注４）「摘要」欄へは、各科目の内容や内訳等を記入してください。  

消費税込の金額を 
ご記入ください 


